
下請企業の労働環境を確認するモデル工事
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週休２日を確保するモデル工事
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適正な労働賃金の支払を評価する総合評価落札方式

反映

○

○○

○ 労働環境の整備を促進する取組

労働環境の整備を促進する取組労働環境の整備を促進する取組

労働環境の整備を促進する取組

任意仮設工を協議事項とするモデル工事

建設業の経営安定と労働環境の整備を一体的に進める取組について建設業の経営安定と労働環境の整備を一体的に進める取組について建設業の経営安定と労働環境の整備を一体的に進める取組について建設業の経営安定と労働環境の整備を一体的に進める取組について

一体として進める取組

一体として進める取組一体として進める取組

一体として進める取組

○
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○ 建設業の経営安定に向けた取組

建設業の経営安定に向けた取組建設業の経営安定に向けた取組

建設業の経営安定に向けた取組

 失格基準価格の算定に用いる値の見直し

労働時間の短縮・週休２日の確保

○経営安定に向けた取組

○経営安定に向けた取組○経営安定に向けた取組

○経営安定に向けた取組

○労働環境の改善に向けた取組

○労働環境の改善に向けた取組○労働環境の改善に向けた取組

○労働環境の改善に向けた取組

　（建設工事の担い手の育成・確保）

　（建設工事の担い手の育成・確保）　（建設工事の担い手の育成・確保）

　（建設工事の担い手の育成・確保）

賃金水準の適正化

社会保険の加入促進
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○長野県の契約に関する取組方針（H26.10.24策定）の主な取組
16 建設工事等及び建設工事等に係る委託において、低入札価格調査制度における適切な失格基準価格を研究する。

75 建設工事において、労働賃金の支払の実態を検証しつつ、適正な労働賃金の支払を評価する総合評価落札方式等を試行する。

①

②

③

④

⑤

②任意仮設工の設計変更を実施内容に沿って柔軟に対応する

①建設工事における失格基準価格の算定に用いる上限値の見直し

上限値の引上げと変動幅の拡大

２億円未満：予定価格 現行87.5～90％⇒変更87.5～92.5%

２億円以上：予定価格 現行82.5～85％⇒変更82.5～87.5%

④工事現場における週２日の休工の実施

③標準見積書の活用

下請企業の労働環境の確認

⑤主要３職種程度の労働賃金の支払状況の確認

新たな入札制度の基礎資料

具体的な取組内容

具体的な取組内容具体的な取組内容

具体的な取組内容

○激化する集中豪雨や豪雪などへの災害対応

○インフラの老朽化への対応

○社会状況に対応した社会資本の整備

求められている建設行政

重要性が増す建設業

・将来にわたり地域の安全・安心を支える担い手である企業

と労働者の育成・確保

課題

①売上高営業利益率がマイナスで推移

⇒ 持続的な経営に影響

②公共投資の減少による過度な価格競争

③建設業労働者年収が他産業より低い

⇒ 入職者数の減少

④建設業への入職者数が減少

⇒ 進む高齢化

建設業の現状

・社会保険の加入促進

・適正な労働賃金支払の

調査

・労働時間短縮、週休二日

が確保できる取組

・就労促進への取組

労働環境の整

さまざまな施策を総合的に取り組む

・事故防止

・機械化施工

・適切な施工体制の確保

・工事書類の簡素化

・事務の効率化

（情報共有ｼｽﾃﾑの活用）

現場での取組

・適正な利潤の確保

・予定価格の適正な設定

・計画的な発注、適切な工期

設定

・多様な入札制度の採用

経営安定への取組
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建設業の経営安定と労働環境の整備の取組については、「地域を支える建設業検討会議（構成：建設業協会、県等）」等で継続して検討

○ 建設業の適正な利潤の確保

担い手３法(建設業法、品確法、入契法）

長 野 県 の 契 約 に 関 す る 条 例

○ 労働環境の改善

○ 建設業への入職者の確保

平成27年３月

長 野 県


